
                                           令和８年７月 10日 

 

報道機関 各位 

 

青森県環境エネルギー部 

エネルギー・脱炭素政策課 

 

「気候変動への適応に関するパネル展」の開催について 

 

 近年、気温上昇や異常気象の増加、農作物の品質低下、動植物の分布域の変化等、地球温

暖化に伴う気候変動の進行が報告されており、その対策として、温室効果ガスの排出削減

（緩和策）に加えて、影響の防止・軽減（適応策）が求められています。 

このため、県では「青森県気候変動適応推進ネットワーク会議」を設置し、地域における

気候変動の影響及び適応に関する情報の共有及び発信等を実施しています。 

本会議では、この度、気候変動への適応に関する取組などを県民に分かりやすく紹介し、

気候変動への理解を深め、適応の取組を促進することを目的として、下記のとおりパネル展

を開催しますので、取材方よろしくお願いします。 

 

記 

  

１ 開催概要 

（１）期間 令和８年７月 21日（火）～24日（金） 

      （初日は 10時 00分開始、最終日は 15時 30分頃終了） 

（２）場所 青森県庁北棟１階 来庁者ロビー 

（３）内容 

・既に現れている気候変動の影響やそれに備える適応策の紹介 

・ネットワーク会議の構成機関における適応の取組等 

 

２ 参考資料 

  青森県気候変動適応推進ネットワーク会議設置要綱 

報道機関用提供資料（連絡先） 

担当課（室） 

（Ｇ・担当名） 

エネルギー・脱炭素政策課 

地域脱炭素推進グループ 

 副参事 長尾 裕子 

電話番号 
内線 ６４１７ 

直通 ０１７－７３４－９２４３ 

報 道 監 環境エネルギー部 次長 上村 隆之 



青森県気候変動適応推進ネットワーク会議設置要綱 

 

（設置）  

第１条 青森県における気候変動の影響及び当該影響に対する適応に関し、科学的知見を

共有し、並びに地域特性に応じた取組の実施及びその効果的な推進についての意見交換

を行うとともに、これらに基づく情報共有、技術的助言等を行うため、青森県気候変動

適応推進ネットワーク会議（以下「ネットワーク会議」という。）を設置する。  

 

（構成） 

第２条 ネットワーク会議は、次に掲げる機関をもって構成する。 

（１）国立大学法人弘前大学 

（２）国土交通省気象庁 青森地方気象台 

（３）地方独立行政法人青森県産業技術センター 農林総合研究所 

（４）地方独立行政法人青森県産業技術センター 水産総合研究所 

（５）青森県環境エネルギー部エネルギー・脱炭素政策課 

２ ネットワーク会議は、次に掲げる者をアドバイザーとして置く。   

野尻幸宏 国立研究開発法人国立環境研究所客員研究員   

３ ネットワーク会議は、必要に応じて構成員及びアドバイザー以外の者の出席を求める

ことができる。 

 

（地域気候変動適応センター）  

第３条 ネットワーク会議は、気候変動適応法（平成 30年法律第 50号）第 13条に定め

る地域気候変動適応センターの役割を担うものとする。 

２ 前項の規定による地域気候変動適応センターの名称は、青森県気候変動適応センター

とする。 

 

（庶務） 

第４条 ネットワーク会議の庶務は、青森県環境エネルギー部エネルギー・脱炭素政策課

において処理する。 

 

附則  

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 

附則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


